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（副事務局長

兼） 

監査第一課長 

      

監 査 委 員 

令和元年度 

氏   名 区   分 備   考 

  山  本  光  紀 
代 表 監 査 委 員 

常 勤 

識 見 選 出 

 税理士 
 H29.7.11～R3.7.10 

  佐  野  勝  正 

監 査 委 員 

非 常 勤 

識 見 選 出 

 公認会計士 

 H28.3.27～R2.3.26 

  高  橋  政  雄 

監 査 委 員 

非 常 勤 

議 員 選 出 
 R1.5.24～R2.3.27 

  新  井  一  徳    

監 査 委 員 

非 常 勤 

議 員 選 出 
 R1.5.24～R2.3.27 

監査事務局の組織及び事務分掌 

令和元年度 

                 ［ 総務担当 ５名 ］ 

              ● 直轄、企画財政部、会計管理者、行政委員会事務局の監査の実施 

  ● 普通会計及び基金の決算審査の取りまとめに関する事務 

  ● 普通会計及び基金の現金出納検査に関する事務 

  ● 健全化判断比率等の審査の取りまとめに関する事務 

  ● 指定金融機関等の監査に関する事務 

  ● 競馬組合の監査、決算審査及び現金出納検査に関する事務  

  ● 研修に関する事務 

  ● 包括外部監査との調整に関する事務 

  ● 監査委員及び事務局の庶務に関する事務 

 

                 ［ 財政的援助団体等監査担当 ６名 ］ 

  ● 県民生活部、企業局、病院局、下水道局の監査の実施  

  ● 財政的援助団体等監査に関する事務 

  ● 監査の結果に関する報告及び公表並びに措置状況の公表に関する事務 

   （監査企画担当で所掌するものを除く） 

  ● 公営企業会計、病院事業会計及び流域下水道事業会計の決算審査並びに現金出納検査 

  に関する事務  

  ● 住民監査請求に関する事務 

 

                 ［ 監査企画担当 ３名 ］ 

  ● 監査計画及び実施計画の取りまとめに関する事務 

  ● 特定事務監査（テーマ監査）の企画、監査結果のフォローアップ等に関する事務 

  ● 監査の結果に関する報告及び公表並びに措置状況の公表に関する事務 

   （定期監査及び随時監査に限る） 

  ● 委員監査の実施に関する事務  

  ● 監査委員会議の開催に関する事務 

 

                 ［ 監査第一担当 ３名 ］ 

  ● 危機管理防災部、環境部、教育局の監査の実施 

   

                 ［ 監査第二担当 ５名 ］ 

   ● 総務部（契約局を除く）、福祉部、保健医療部、産業労働部の監査の実施 

 

                 ［ 監査第三担当 ５名 ］ 

  ● 総務部（契約局）、農林部、県土整備部、都市整備部、警察本部の監査の実施 

副事務局長 

  １ 

局長 

１ 

  

監査第二課長 

    １  

計３０名 



- 2 - 

 

１ 監査等の種類と監査結果の区分 

（１）監査等の種類 

  監査委員が実施する監査等の種類は、地方自治法等に定められています。 

監査の種類 根拠法律 監査の時期 

１ 定期監査 法第１９９条第１項、第４項 毎年度１回以上 

２ 行政監査 法第１９９条第２項  

 

 

 

必要と認めるとき 

３ 随時監査 法第１９９条第５項 

４ 財政的援助団体等監査 法第１９９条第７項 

５ 請求・要求に基づく監査  

 ①直接請求に基づく監査 法第７５条第３項 

 ②議会からの請求に基づく監査 法第９８条第２項 

 ③知事からの要求に基づく監査 法第１９９条第６項 

 ④住民からの請求による監査 法第２４２条第４項、第５項 

 ⑤職員の賠償責任に関する監査 法第２４３条の２第３項 

６ 決算審査 法第２３３条第２項 

企業法第３０条第２項 

毎年度１回 

７ 健全化判断比率等審査 健全化法第３条第１項 

同法第２２条第１項 

毎年度１回 

８ 基金運用状況審査 法第２４１条第５項 毎年度１回 

９ 現金出納検査 法第２３５条の２第１項 毎月 

10  指定金融機関等の監査 法第２３５条の２第２項 

企業法第２７条の２第１項 

必要と認めるとき 

 ※ 法   ・・・地方自治法 

   企業法 ・・・地方公営企業法 

   健全化法・・・地方公共団体の財政の健全化に関する法律 
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（２）監査結果の区分 

  監査の結果、不適正な事項が認められた場合、また、組織及び運営の合理化に資するため必

要と認められる場合、次のように区分して公表しています。 

区 分 適 用 基 準 

指 摘  財務に関する事務の執行及び経営に係る事業の管理並びに事務の執行が、

次の各号のいずれかに該当すると認められるもの 

１ 事務事業の執行等に重大な誤りがあったため、当該事業の是正や今後の

改善が必要と認められるもの 

２ 事務事業の執行等において、その効果が極めて不十分なため、抜本的な

改善が必要と認められるもの 

注 意  事務事業の執行等が次の各号のいずれかに該当すると認められるもの 

１ 事務事業の執行等に誤りがあったため、当該事業の是正や今後の改善が

必要と認められるもの 

２ 事務事業の執行等において、その効果が不十分なため、一層の改善、工

夫が必要と認められるもの 

意 見  次に該当する場合など、組織及び運営の合理化に資するため必要と認めら

れるもの 

１ 具体的な事務事業の執行等にかかわらず、広く県民サービスの向上を図

るための検討が必要と認められるもの 

２ 現行の制度が実情に即しない場合に、改正又は廃止が必要と認められる

もの 

 ※ 指摘・注意は、地方自治法第１９９条第９項に基づく監査の結果に関する報告 

   意見は、同条第１０項に基づき、監査の結果に関する報告に添えて提出するもの 
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２ 監査等の概要（令和元年度実施分） 

  令和元年度に実施した監査等は、次のとおりです。 

監査等の種類 内      容 実施課所数等 監査結果等 

定期監査  事務の執行が最少の経費で最大の効果

を挙げているかという経済性、効率性、有

効性の視点に加え、予算や法令に従って適

正になされているかという合規性、正確性

の視点から監査を実施しました。 

 令和元年度は、「財務事務の適正化（委

託契約事務、資金前渡及び現金管理（歳入

歳出外現金含む）」、「財務事務処理におけ

る内部統制の課題の把握」を重点監査項目

としました。 

５８１課所 指摘 ５件 

注意１８件 

 

 

特定事務監査 

（テーマ監査） 

 

 本庁、地域機関、団体等を通じた課題や

複数部局にまたがる課題に的を絞って実

施しました。 

・県立博物館、美術館に求められる役割に

ついて 

委員監査 

５課 

意見 １件 

財政的援助団体

等監査 

 

 資本金等の４分の１以上を出資してい

る団体、公の施設の指定管理者及び県が補

助金等の財政的援助を与えている団体に

対し、その資金等が目的に沿って適切に使

われているか等について監査しました。 

４２団体 

４５箇所 

指摘 なし  

注意 １件  

 

 

住民監査請求監

査 

 

 執行機関や職員による違法・不当な公金

の支出等の財務会計上の行為等について、

県民から監査を求められたものについて、

監査を行う。 

０件  

決算審査 

（平成 30 年度決算） 

 一般会計、特別会計及び公営企業会計決

算について、決算書等及び関係諸帳簿・証

拠書類等を照合審査しました。 

一般会計 

14特別会計 

５公営企業 

会計 

知事へ審査意

見書を提出 

健全化判断比率

等審査 

（平成 30 年度決算） 

 健全化判断比率及び資金不足比率の算

定の基礎となる事項を確認し、比率が正確

に算定されているか審査しました。 

一般会計等 

５公営企業 

会計 

同上 

基金運用状況 

審査 

（平成 30 年度決算） 

 運用が条例の趣旨に沿って、適正かつ効

率的に執行されているか審査しました。 

２基金 同上 

現金出納検査  県の現金出納の計数が合っているかど

うかについて、県の保管する現金残高と関

係帳票類を毎月照合して検査しました。 

一般会計 

14特別会計 

５公営企業 

会計 

検査結果を知

事と議会へ毎

月提出 

議会からの意見

照会 

 知事等の損害賠償責任の一部免責に関

する条例ほか１条例に係る議会からの意

見照会について回答しました。 

２条例 いずれも異議

ない旨議会へ

回答 
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３ 監査の結果等（令和元年度公表・提出分） 

（１）定期監査 

  ア 公表回別結果一覧 

   監査の結果に関する報告は、概ね年４回関係機関に提出するとともに公表しています。 

   令和元年度の監査結果は、次のとおり提出及び公表をしました。 

区    分 

（提出日・公表日） 
対象機関 監査実施期間 監査結果 

 令和元年度 第１回公表 

（提出日 元年 ９月２４日） 

（公表日 元年１０月 ４日） 

１９１機関 

（本庁各課） 

３１年 ４月１５日 

～ 

 元年 ８月 ９日 

指摘  ３ 

注意 １０ 

意見 なし 

 令和元年度 第２回公表 

（提出日 元年１２月 ３日） 

（公表日 元年１２月１３日） 

 ２９機関 

（地域機関） 

 元年 ８月１９日 

～ 

   １０月１８日 

指摘 なし 

注意  １ 

意見 なし 

 令和元年度 第３回公表 

（提出日 ２年 ２月２１日） 

（公表日 ２年 ３月 ６日） 

２９２機関 

（地域機関） 

 元年１０月１９日 

～ 

 ２年 １月２０日 

指摘  １ 

注意  ７ 

意見 なし 

 令和元年度 第４回公表 

（提出日 ２年 ６月１６日） 

（公表日 ２年 ６月２６日） 

 ６９機関 

（地域機関） 

 ２年 １月２１日 

～ 

 ２年 ２月 ４日 

指摘  １ 

注意 なし 

意見 なし 

 

  イ 分野別・性質別結果一覧 

   令和元年度に実施した監査結果の指摘、注意の内容は次のとおりです。 

区    分 指 摘 注 意 計 

 

 

分 

 

野 

 

別 

収入 １  １ 

支出  ５ ５ 

調達手続 ２ ５ ７ 

契約内容 ２ ８ １０ 

財産     

業務運営    

その他    

計 ５ １８ ２３ 

 

性 

 

質 

 

別 

管理の不備 ３ ４ ７ 

運用の不備 ２ １１ １３ 

不注意  ３ ３ 

不経済    

非効率    

計 ５ １８ ２３ 
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  ウ 事例 

   （ア）指摘 

収入・管理の不備（令和元年１０月４日公表） 

・現金領収した複数の納税証紙売りさばき代金について、金融機関への払込みが長期

にわたり遅延していた。（税務課） 

 

調達手続・管理の不備（令和元年１０月４日公表） 

・駐車場改修工事の発注に当たり、完了検査前の設計図書を入札公告に使用した。 

（共助社会づくり課） 

 

契約内容・運用の不備（令和元年１０月４日公表） 

・委託契約の内容が条例で定める要件に該当しないにもかかわらず、長期継続契約と

していた。また、契約書に翌年度以降予算に減額又は削除があった場合契約を解除す

る旨の特約を定めていなかった。（国保医療課） 

 

調達手続・管理の不備（令和２年３月６日公表） 

・複合機の複写サービス単価契約について、入札公告で示した契約条件を合理的理由

がないにもかかわらず変更した。変更契約書を作成すべきところ作成せず、また、書

面による決裁手続を経ることなく原契約書の加除修正により処理した。（飯能県土整

備事務所） 

 

契約内容・運用の不備（令和２年６月２６日公表） 

・業務委託契約について、業務完了報告書の速やかな提出を求めず、完了検査が履行 

日から２か月以上遅延した。（鷲宮高等学校） 

 

   （イ）注意 

支出・管理の不備（令和元年１０月４日公表） 

・資金前渡による電話料金支払のうち３件について、現金出納簿に整理すべきところ

整理していなかった。（財政課） 

 

契約内容・運用の不備（令和元年１０月４日公表） 

・機器等の賃貸借等に係る２つの契約について、期間が複数年にわたらない１年以内

であるにもかかわらず、長期継続契約としていた。（情報システム課） 

 

支出・不注意（令和元年１０月４日公表） 

・補助金の当初交付決定額の変更を承認するに当たり、支出負担行為の変更を行わな

かった。（文化振興課） 

 

支出・管理の不備（令和元年１０月４日公表） 

・非常勤職員社会保険料支払に関する資金前渡金について、残金がない場合の精算手

続を平成３０年度全ての月で行っていなかった。（危機管理課） 
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調達手続・運用の不備（令和元年１０月４日公表） 

・業務委託契約について、予定価格が 50万円以上にもかかわらず予定価格調書を作成

していなかった。（水環境課） 

 

契約内容・運用の不備（令和元年１０月４日公表） 

・長期継続契約として締結した施設建屋賃貸借契約について、契約書に翌年度以降予

算に減額又は削除があった場合契約を解除する旨の特約を定めていなかった。 

（産業廃棄物指導課） 

 

契約内容・運用の不備（令和元年１０月４日公表） 

・業務委託契約 2 件について、委託料の支払を概算払としていたところ、契約終了日

までに業務完了検査及び精算手続を行わなかった。(障害者支援課） 

 

契約内容・運用の不備（令和元年１０月４日公表） 

・業務委託契約における一部業務の再委託について、書面による承諾手続を行ってい

なかった。（営繕課） 

 

調達手続・不注意（令和元年１０月４日公表） 

・賃貸借契約の変更契約について、支出負担行為の決裁区分が部長のところ課長が決

裁していた。（施設課） 

 

契約内容・運用の不備（令和元年１０月４日公表） 

・耐震性貯水槽設置工事について、掘削した土砂の搬出・処分状況を確認せず工事完

了検査を合格としていた。（施設課） 

 

調達手続・運用の不備（令和元年１２月１３日公表） 

・灯油単価契約について、競争入札により事業者を決定し契約すべきところ、随意契 

約としていた。（朝霞西高等学校） 

 

調達手続・運用の不備（令和２年３月６日公表） 

・備品購入について、予定価格が 50万円以上にもかかわらず予定価格調書を作成して

いなかった。（大里農林振興センター） 

 

契約内容・管理の不備（令和２年３月６日公表） 

・施設の設置及び維持管理の協定について、検査の実施にあたり検査員を指定してい 

なかった。また検査調書を作成しなければならないもかかわらず作成していなかった。 

（営繕・公園事務所） 

 

契約内容・運用の不備（令和２年３月６日公表） 

・受注者から提出のあった再委託の協議書に相手先及び契約期間が未記載だったにも 

かかわらず再委託を承諾した。また原契約の履行期限を超えて再委託をしていた。（水 

道整備事務所） 
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契約内容・運用の不備（令和２年３月６日公表） 

・委託契約について、個人情報の取扱いに関する誓約書の写しを発注者に提出させて 

いなかった。（精神医療センター） 

 

支出・不注意（令和２年３月６日公表） 

・同一の請求に対し2度の支払を行っていた。また１度目の支払について、決裁区分が 

所長のところ副所長が決裁していた。（荒川右岸下水道事務所） 

 

調達手続・運用の不備（令和２年３月６日公表） 

・電子複写機の複写サービス単価契約について、競争入札により事業者を決定し契約 

すべきところ、随意契約としていた。（近代美術館） 

 

支出・管理の不備（令和２年３月６日公表） 

・報酬について、支給額を誤って算定し、過払していた。（上尾かしの木特別支援学校） 
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  エ 監査結果に対する措置状況 

   これまでの監査結果に対する措置の状況は次のとおりです。 

監査実施 
監査結果 改善措置状況 

備考 
指摘 注意 計 措置済 未措置 

元年度 ５ １８ ２３ １３ 
１ ０ ( 指 摘

２、注意８) 

未措置のう

ち８件は令

和２年６月

に措置済 

３０年度 ４ １２ １６ １６ －  

２９年度 ２ ９ １１ １１ －  

 

  オ 主な事例 

  （ア） 指摘  

対象機関 監査の結果（監査結果の公表日・県報の号数） 講じた措置（措置の公表日・県報の号数） 

総務部 

税務課 

 平成 30 年度に現金領収した納税証紙
の売りさばき代金について、収納した当
日又は翌日に指定金融機関等に払い込
まなければならないところ、複数の売り
さばき代金の払込みが、長期にわたり遅
延していたことは不適切であった。 
（令和元年 10月 4日・第 44号） 

 再発防止のため、払込みの確認など組織
的な管理を徹底することとした。 
 具体的には、担当者の不在時も含めて財
務規則で定められている期間内に払込が
できるよう現金取扱手順を定めるととも
に、所属内で納税証紙の売りさばきに係る
説明会を実施し、適正な証紙の売りさば
き・現金取扱の徹底を図った。 
（令和元年 12月 13日・第 64号） 
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対象機関 監査の結果（監査結果の公表日・県報の号数） 講じた措置（措置の公表日・県報の号数） 

保健医療

部 

国保医療

課 

 平成 30 年度に長期継続契約で締結し
た「国保データベース（ＫＤＢ）システ
ムハードウェア保守業務委託」につい
て、次の点で不適切であった。 
 １ 委託契約の内容が、埼玉県長期継  
  続契約を締結することができる  
  契約を定める条例に規定する要件  
  に該当しないにもかかわらず、長 
  期継続契約として締結した。 
  ２ 長期継続契約の契約書に、翌年度 
  以降に歳入歳出予算の金額につ   
  いて減額又は削除があった場合、契 
  約を解除する旨の特約が定めら   
  れていなかった。 
（令和元年 10月 4日・第 44号） 

 再発防止に向けて以下の取組を行った。 
１ 変更契約における見直し 
  消費税及び地方消費税の税率改定に 
 伴う令和元年 10月１日付け変更契約に  
 おいて、契約における仕様書を一部見直 
 すとともに、長期継続契約における契約 
 解除の特約について規定した。 
 
２ 再発防止対策 
  長期継続契約の締結を適切に行うた 
 め、契約内容及びその必要性について、 
 事務担当者、経理員、決裁ルートの職員 
 等複数の者が確認し、課として慎重に検 
 討・判断する。特に今回、契約内容の特 
 殊性による契約仕様の理解不足が不適 
 切な契約につながった要因の一つと考 
 えられることから、仕様書の作成に当た 
 っては契約内容を十分理解した上で整 
 備することとする。 
  さらに、契約金額にかかわらず、長期 
 継続契約を締結する際には、事前に入札 
 課へ相談を行うこととする。 
 
３ 職員への周知徹底 
  国保医療課では、所属全職員に対し、 
 指摘に至った経緯、誤りの内容、原因に 
 ついて周知するとともに、長期継続契約 
 に係る条例及び依命通達の運用におけ 
 る留意点について改めて確認し、適正な 
 長期継続契約事務の実施について徹底 
 を図った。 
  併せて、保健医療部内の全課所に対し 
 ても、事例の周知と同様な誤りがないよ 
 う注意喚起を行った。 
（令和２年 3月 6日・第 86号） 

 

（２）特定事務監査（テーマ監査） 

  ア テーマ「県立博物館、美術館に求められる役割について」 

  （ア）監査の視点 

   文化財保護法改正の趣旨を踏まえ、利用者目線での文化財の保存及び活用に加えて市町村

や地域との連携について監査を実施した。 

   主な視点としては「資料（作品）の収集・保存」、「展示など収蔵資料（作品）の活用」、「利

用者を増やすための取組」、「地域資源を活用した地域連携への取組」である。 

   監査対象機関は、県立博物館及び美術館のうち直接運営している教育局の施設で利用者数

の多い４つの博物館と近代美術館の５機関を対象とした。 
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   なお、監査実施に当たっては、対象機関のほか文化財保護及び博物館を所管する文化資源

課の職員も同席の上、監査を実施した。 

  （イ）監査の対象機関  ５機関 

 

  （ウ）委員監査実施日 

     令和２年１月２４日 

 

  （エ）意見 

１ 各館に共通する意見（歴史と民俗の博物館、さきたま史跡の博物館、嵐山史跡の博物館、近

代美術館、自然の博物館） 

  ・展示に当たっては来館者がより一層楽しめる内容とするよう、新たな発想や遊び心を持っ   

   て企画に取り組んでいただきたい。 

  ・施設の運営評価については、より多くの人の声を聴くことが館の理想的な運営につながる 

   ため、地域のさまざまな分野の方を入れて、利用者目線での意見やアイデアをより多く取 

   り入れながら運営に取り組んでいただきたい。 

  ・貴重な文化財の保存・活用に向けて、地震、火災、台風や都市水害などの災害に加え、盗 

   難や損傷などの被害から文化財を守るための対策を常に検討していただきたい。 

  ・施設の名称について、県民との距離を縮めるためにも親しみやすい愛称を検討していただ 

   きたい。  

  ・文化財の総合的な保存・活用に地域ぐるみで取り組むため、学芸員をはじめとする職員に 

   は館内だけでなく市町村への館外での支援活動などを一層充実していただきたい。 

 

２ 個別意見 

 歴史と民俗の博物館 

  ・個人が所有し埋もれている価値の高い資料も発掘し、より多くの県民に見ていただけるよ 

   う、情報のアンテナを高くして資料の収集に努めていただきたい。 

 さきたま史跡の博物館 

  ・歴史を肌で感じ誰もが楽しめる博物館とするため、古墳周辺の人々のくらしやなぜ古墳が 

   作られたのかなどをより詳しく説明する取組や、さきたま古墳公園の散策と展示の見学を 

   セットにしたイベントの実施などに取り組んでいただきたい。 

 嵐山史跡の博物館 

  ・城の戦略的意義や重要性、出土品がどのように使われていたかなどを詳しく説明する展示 

   の見せ方を工夫するとともに、サブカルチャー的な面からの取組も強化して、歴史女子な 

   ど幅広い層を呼び込む取組を行っていただきたい。 

 近代美術館 

  ・収蔵スペースが手狭であるため収納環境を整えるとともに、なるべく多くの収蔵作品を公 

   開していただきたい。 

所管部局 機関名 

教育局 歴史と民俗の博物館、さきたま史跡の博物館、嵐山史跡の博物館、 

近代美術館、自然の博物館 
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  ・広くアイデアやヒントを募りながら、美術館に興味のない方にも興味を持ってもらえる工 

   夫や、北浦和公園を最大限活用した取組を検討して、芸術を通じた地域の活性化と利用者 

   数増加に取り組んでいただきたい。 

 自然の博物館 

  ・長瀞から上長瀞にかけて、地元長瀞町とも協力をしながら博物館へ誘導するような仕掛け 

   や、展示にストーリー性を持たせる工夫を検討していただきたい。 

  ・学校に対する広報については、アピールする点を明確にして広報していただくとともに、 

   出前授業などの取組を県内全域へ拡大していただきたい。 
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（３）財政的援助団体等監査 

   出資団体１３団体、指定管理者１３団体１６施設及び補助金等交付団体１６団体、計４５

箇所を監査しました。 

  ア 監査結果 

  （ア）注意１件      

（令和２年６月２６日公表） 

 下記の事務について、不適切であった 

１ 平成 30 年度の埼玉県物産ブランド確立支援事業補助金における「DMO 戦略策定に関する

調査・分析等業務委託契約」に関して、見積書の記載金額と異なる金額で契約書を締結した。 

（一般社団法人埼玉県物産観光協会） 

  イ 監査結果に対する措置状況     

監査実施 

監 査 結 果 
平成３０年度末 

未措置 

令和元年度措置状況 
備 考 

指摘 注意 計 
措置済 未措置 

令和元年度 ０ １ １ － － －  

平成 30年度 ０ ２ ２ ２ ２ ０  

平成 29年度 ０ ０ ０ － － －  
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（４）決算審査 

   平成３０年度の決算審査意見書の概要は次のとおりです。 

 

  ア 平成３０年度埼玉県歳入歳出決算（一般会計及び特別会計） 

（ア）審査の期間 

    令和元年８月７日～令和元年９月１２日 

（イ）審査意見 

   決算書及び関係書類等を照合審査した結果、符合していることを確認した。 

   予算の執行等に当たっては、関係法令及び予算議決の趣旨に沿って、おおむね適正に 

  行われているものと認めた。 

（ウ）留意又は改善を要する事項 

 ① 本県の財政の状況 

   平成３０年度の一般会計の決算額は、歳入１兆8,168億余円、歳出１兆8,079億余円

で歳入歳出ともに前年度に比べ減少したが、歳入は過去５番目、歳出は過去４番目に

大きい規模である。財政指標である実質公債費比率は11.4％、経常収支比率は96.5%で

それぞれ0.3ポイント改善した。 

   自主財源は４年連続して６割を維持したが、歳入全体の４割超を占める県税収入は

7,685億余円で７年振りに減少した。納税率は 98.2％と８年連続で上昇した。 

 ② 県税収入の確保 

  県税の収入未済額は 121億余円で前年度比 27億余円減少し、この４年間で 129億余

円圧縮した。収入未済額の９割弱を占める個人県民税については、令和元年 10月に予

定されている地方税共通納税システムの導入が特別徴収割合向上の絶好の機会である

ことから、市町村等と協力して取組を強化されたい。徴収については、大規模市を中

心にさらに効果的な支援を行うとともに、県が地方税法第 48条に基づく直接徴収など

の直接関与を行い納税率の向上を図られたい。また、今後は市町村が自立して徴収対

策に取り組むことができるような支援の強化にも努められたい。個人県民税以外の県

税については、県税事務所の各部門が一体となって早期に滞納整理に着手するととも

に、滞納抑止効果を生む側面もある滞納処分の強化に引き続き積極的に取り組まれた

い。 

 ③ 持続可能な財政運営のために 

   県債発行額は、2,285億余円で前年度に比べ 238億余円減少し、臨時財政対策債・減

収補塡債を含めた県債残高も３兆 8,216億余円で前年度に比べ 23億余円減少した。県

民一人当たりの県債残高は約 51 万 8,000 円である｡県で発行をコントロールできる県

債残高は 16年連続で減少した。今後も持続可能な財政運営に向けて、県債の発行と残

高の適正な管理に努められたい。また、臨時財政対策債については、関係自治体と連

携し国に対して廃止を引き続き働きかけていく必要がある。 

   財政調整のための基金は、平成２２年度から２７年度まで 900億円台を維持してい

たが、平成２９年度末には 700億円台となり３０年度末も 753億余円にとどまった。
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財政調整３基金は、予算編成上重要な役割を持つため引き続き残高の維持に努められ

たい。 

 ④ 特別会計の適正な管理について 

   平成３０年度に新設された国民健康保険事業特別会計については、県内市町村国保

会計の健全化という設置目的を十分考慮しつつ必要以上に黒字幅や繰越金を確保する

ことのないようバランスよく運営するとともに、国保財政運営の責任主体として、市

町村に対し適切な指導助言を行うなど積極的な役割を果たし、市町村国保会計の赤字

解消に向けて実効性のある支援をされたい。 

 ⑤ スマート社会の実現に向けて 

   ＡＩ等先進技術の活用による県庁のスマート化を推進し、働き方改革や中堅職員の

比率が低いなど年齢構成に伴う諸課題の解消に努められたい。ＡＩ等先進技術の活用

に当たっては、県民サービスの向上や産業分野への支援なども含め、セキュリティや

プライバシーに配慮しつつ、行政課題に対応するツールとして効果的に使いこなすこ

とが重要である。また、ＡＩ等を活用できる業務は自治体組織を超えて共通のものが

多いため、他の自治体と連携して広域的に取り組まれたい。さらに、県内産業の発展

のためにもＡＩ等先進技術の活用の支援に加え、人材育成の支援の充実も図られたい。  

 

  イ 平成３０年度公営企業会計決算（５会計） 

（ア）審査の期間  

 令和元年８月７日～令和元年９月１２日 

（イ）審査意見 

 決算書及び同附属書類並びに関係諸帳簿及び証拠書類等を照合審査した結果、符合して

いることを確認した。 

 また、事業の運営及び予算の執行に当たっては、関係法令及び予算議決の趣旨に沿って、

おおむね適正に行われているものと認めた。 

（ウ）留意又は改善を要する事項 

 【地域整備事業会計】 

  県産業労働部調査（平成３１年２月現在）によると、本県への企業進出については、  

 ３１７ｈａの企業ニーズがある。一方、供給の主力である企業局の新規分譲の産業団地 

 は販売すれば即完売となるため、産業団地のストックは慢性的に不足している状況であ 

 る。 

  本県の強みは首都圏に位置し、東京都心と近接していること、６本の新幹線と６本の 

 高速道路が交差する交通の要衝に位置することなど他県にはない優れた立地環境にあ 

 る。地域別の立地状況では、県北、圏央道、県南の３区分のうち、圏央道地域への立地 

 が５８０件と全体の半数以上を占めており、企業のニーズが引き続き高い地域である。 

  一方、北関東３県はコスト面での優位性をもとに企業誘致に積極的に取り組んでおり、 

 県北地域の産業団地整備の競争は年々厳しさを増していることから、県内企業の他県へ  

 の流出を防いでいくとともに、魅力ある産業団地を整備していくことが課題である。 
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  本県に対する旺盛な企業の立地ニーズに対応していくためには、迅速な産業団地の開 

 発ときめ細やかな企業支援が必要である。併せて、県北地域の産業団地の整備を進め、 

 産業団地の開発による経済効果を全県的に浸透させていく必要がある。 

  県では計画的に産業団地を創出していくため、第３次田園都市産業ゾーン基本方針を 

 平成２９年４月に策定し、企業局による産業団地の開発や市町村の産業基盤づくりを支 

 援することなどを定めており、特に圏央道以北地域については重点支援を実施すること 

 としている。 

  これを受けて、企業局としては最大２００ｈａの産業団地の整備を目指すとともに、 

 企業ニーズに合わせたエントリー＆オーダーメード方式や既存インフラ活用による整備 

 コストの縮減などを引き続き実施していく方向である。 

  エントリー＆オーダーメード方式については多様な企業ニーズに柔軟に対応できるよ 

 う不断に見直しを行い、産業団地の付加価値を高めていくことが必要である。 

  今後、２００ｈａの産業団地の整備を着実に行うとともに、オリンピック後の経済

状況が不透明であり、売却できない土地を抱えるリスクもあることから、産業団地の

整備に向けて投資を判断する際は、経済情勢を見極めながら慎重に対応されたい。 

 

 【病院事業会計】 

  埼玉県立病院経営改善アクションプラン（平成３０～３２年度）に掲げられた主な業 

  績評価指標について、県立４病院の平成３０年度の実績値を見ると、病床利用率が同年 

  度の目標に達したのは精神医療センターのみであり、がんセンター、小児医療センター 

  は２９年度の実績を下回った。 

   医業収支比率は全体で７４．７％と２９年度比で１．１ポイント改善し、４病院でア 

  クションプランの目標を達成した。 

   経常収支比率についても全体で９７．２％と２９年度比で７．２ポイント改善し、４ 

  病院でアクションプランの目標を達成した。 

   当年度純損益額は４病院全体では約１８億２７百万円のマイナス（マイナスは平成 

  ２５年度から６年連続）であるが、２９年度に比べ約３７億１百万円改善した。年度末 

  の資金（現金預金）残高は１１０億４０百万円と２９年度比で約３０億３４百万円増加 

  している。 

   また、企業債については、小児医療センター新病院建設関係などが５年間の据置期間 

  を経過し償還が始まったことから、今後、償還金の増加が見込まれる。 

   ４病院の医業収益は、入院収益としては手術件数の増加による入院単価の増などによ 

  り、また、外来収益としては循環器・呼吸器病センターでの腎・透析センターの本格稼 

  働による患者数の増などにより、４００億円を超えて過去最高となったが、３病院の病 

  床利用率が目標を達成できていないなど課題が残されている。 

   さらに、２年後の地方独立行政法人化へ向けては、収支が均衡した安定的な経営への 
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  改善が求められている。 

   そのためには、病床利用率をはじめとした県立病院経営改善アクションプラン（平成 

  ３０～３２年度）の個々の目標達成だけではなく、例えば病床利用率と密接にかかわる 

  ＤＰＣ※の効率的な運用を図るなど、病院経営全体で整合性が取れた形で目標が達成さ 

  れる必要がある。また、地方独立行政法人化の準備を進める中で、残された課題の解決 

  を着実に進めていくことが求められている。 

   特に、地方独立行政法人化に当たっては、高度医療を支える医師・看護師等の確保が

重要な課題でもあるので、十分留意して取り組む必要がある。 

 ※ＤＰＣ（診療報酬の包括評価制度） 

  急性期の入院医療を対象に診療内容に応じて、一部を入院日ごとに定額（日額）で算定する 

 もの 

   

 【流域下水道事業会計】 

 平成３１年１月に下水道局は、流域下水道事業における今後の事業運営目標と施設設

備の更新計画として、「経営マネジメント目標」及び「ストックマネジメント計画」を策

定し、建設改良事業における今後の投資目標を、年間２００億円程度に平準化した。 

 一方、流域下水道は市町村の公共下水道が接続し、２４時間３６５日稼働している施

設の特殊性から、改築工事は汚水の少ない時期に限定されるなど時間的な制約を受けて

いる。その結果、企業局の工業用水道事業や水道用水供給事業と比較しても、予算の翌

年度への繰越率が非常に高いことが課題となっている。 

 下水道局では、平成２８年度の繰越率が９２％を超えた事態を受け、２９年度に繰越

率の削減目標を定めるとともに様々な対策を講じたところ、同年度の繰越率が７３％と

なり、効果が表れてきたところである。それでも、３０年度決算における繰越率は５０％、

繰越額は９７億円となっており、単純計算でストックマネジメント計画で定めた投資目

標（年間２００億円）の半分に相当する予算を翌年度に繰り越している状況である。 

 加えて、令和元年度当初予算では、国の「防災・減災、国土強靭化のための３か年緊

急対策」を受け、建設改良費予算が前年度比で約２８億円増額されて２５５億円を超え

たため、同年度の繰越率削減目標である４０％の達成が懸念される状況である。 

 予算の繰越の解消を進めることは、すなわち、施設の老朽化対策工事や耐震化工事が

早期に完了して流域下水道の処理機能の強化につながり、災害発生時における県民の公

衆衛生の確保に資する重要な事項である。 

 下水道局においては、下水道事務所と工事進捗に関する情報の共有を図るとともに、

設計のストックと工事の前倒し執行により適切な進行管理を行い、繰越の削減に取り組

んでいる。 
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 予算の繰越の解消に向け、事業執行のマネジメントの強化や日本下水道事業団等の技術   

 力の活用等による更なる抜本的な対策を検討していく必要がある。 
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（５）健全化判断比率等審査 

   平成３０年度決算に基づく健全化判断比率等について審査した結果の概要は次のとお 

  りです。 

  

 ア 健全化判断比率 

 （ア）審査の期間 

      令和元年８月７日～令和元年９月１２日 

 （イ）審査結果 

     審査に付された下記、健全化判断比率及びその算定の基礎となる事項を記載した 

    書類は、いずれも適正に作成されているものと認められた。 

                       【参考】 

健全化判断比率 平成３０年度  平成２９年度 早期健全化基準 

①実質赤字比率   黒字 黒字   ３．７５％未満 

②連結実質赤字比率 黒字 黒字   ８．７５％未満 

③実質公債費比率  １１．４％  １１．７％     ２５％未満 

④将来負担比率 １８７．９％ １９１．０％    ４００％未満 

   ・実質公債費比率の全国平均は、１０．９％ （埼玉県は比率が低い順で全国２１位） 

   ・将来負担比率の全国平均は、 １７３．６％ （埼玉県は比率が低い順で全国２３位） 

 （ウ）審査意見 

    いずれの比率も早期健全化基準を下回っており、実質公債費比率、将来負担比率は

昨年度と比較すると低下している。引き続き、健全な財政運営に努められたい。 

 

【参考】 

○ 健全化判断比率 

 ・実質赤字比率   

   一般会計等に生じている赤字額の大きさを、標準財政規模に対する割合で表したもの 

 ・連結実質赤字比率 

   全会計（下水道など公営企業も含む）に生じている赤字の大きさを、標準財政規模に

対する割合で表したもの 

 ・実質公債費比率  

   借入金（地方債）の返済額（公債費）の大きさを、標準財政規模に対する割合で表し

たもの 

 ・将来負担比率   

   借入金（地方債）や県が将来支払う可能性のある負債の大きさを、標準財政規模に対

する割合で表したもの 

 



- 20 - 

 

 イ 資金不足比率 

 （ア）審査の期間 

      令和元年８月７日～令和元年９月１２日 

 （イ）審査結果 

     審査に付された下記、資金不足比率及びその算定の基礎となる事項を記載した 

    書類は、いずれも適正に作成されているものと認められた。 

                       【参考】 

審査対象の会計 平成３０年度  

 

平成２９年度 

病院事業会計 資金不足なし 資金不足なし 

工業用水道事業会計 資金不足なし 資金不足なし 

水道用水供給事業会計 資金不足なし 資金不足なし 

地域整備事業会計 資金不足なし 資金不足なし 

流域下水道事業会計 資金不足なし 資金不足なし 

 （ウ）審査意見 

    いずれの会計についても資金剰余となっているが、今後も資金不足が生じないよう、

健全経営に努められたい。 

 

【参考】 

 ○ 資金不足比率   

   公営企業ごとに算定した資金不足額の事業規模に占める割合 

   ※ 資金不足額：一般会計等の実質赤字に相当し、公営企業会計ごとに算定した額 

     事業規模 ：料金収入など主たる営業活動から生じる収益等に相当する額 

 

 

（６）住民監査請求監査 

   令和元年度に監査結果を公表した住民監査請求は、ありませんでした。 

 



 

          

 

 

 

≪資  料  編≫ 
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令和元年度に公表又は提出した監査の結果等 

１ 定期監査 

（１）定期監査年度別実施課所数 

年  度 

監  査  課  所（機 関） 
実地監査 

実施率（％） 総  数 
左  の  内  訳 

委員による実地監査  委員による書面監査  

平成２７年度 ５７５ ２６７ ３０８ ４６ 

平成２８年度 ５８０ ２８５ ２９５ ４９ 

平成２９年度 ５８１ ２９４ ２８７ ５１ 

平成３０年度 ５８１ ２８９ ２９２ ５０ 

令和元年度 ５８１ ２８６ ２９５ ４９ 

※平成２９年度は病院局経営管理課に２回監査を実施しているが、機関数は１機関と数えている。 
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（２）監査の結果等 

 ア 令和元年度第１回     提出（令和元年 ９月２４日） 

    公表（令和元年１０月 ４日） 

 

 （ア） 監査の対象機関 １９１機関 

所管部局 監 査 対 象 機 関 

直轄 秘書課 

企画財政部 企画総務課、計画調整課、財政課、改革推進課、情報システム課、地域政

策課、市町村課、土地水政策課、交通政策課 

総務部 人事課、職員健康支援課、文書課、学事課、管財課、統計課、総務事務

センター、税務課、個人県民税対策課、入札課、入札審査課 

県民生活部 広聴広報課、共助社会づくり課、人権推進課、文化振興課、国際課、青

少年課、男女共同参画課、消費生活課、防犯・交通安全課、スポーツ振

興課、ラクビーワールドカップ２０１９大会課、オリンピック・パラリ

ンピック課 

危機管理防災部 危機管理課、消防防災課、化学保安課 

環境部 環境政策課、温暖化対策課、エネルギー環境課、大気環境課、水環境課、 

産業廃棄物指導課、資源循環推進課、みどり自然課 

福祉部 福祉政策課、社会福祉課、障害者福祉推進課、障害者支援課、福祉監査

課、地域包括ケア課、高齢者福祉課、少子政策課、こども安全課 

保健医療部  保健医療政策課、国保医療課、医療整備課、医療人材課、健康長寿課、 

疾病対策課、生活衛生課、薬務課、食品安全課 

産業労働部 産業労働政策課、商業・サービス産業支援課、産業支援課、先端産業課、 

企業立地課、金融課、観光課、雇用労働課、シニア活躍推進課、ウーマ

ノミクス課、産業人材育成課 

農林部 農業政策課、農業ビジネス支援課、農業支援課、生産振興課、森づくり

課、農村整備課、農産物安全課、畜産安全課 

県土整備部  県土整備政策課、建設管理課、用地課、道路街路課、道路環境課、河川

砂防課、水辺再生課 

都市整備部  都市整備政策課、都市計画課、市街地整備課、田園都市づくり課、公園

スタジアム課、建築安全課、住宅課、営繕課、設備課 

会計管理者 出納総務課、会計管理課 

企業局 総務課、財務課、地域整備課、水道企画課、水道管理課 

病院局 経営管理課 

下水道局 下水道管理課、下水道事業課 

行政委員会等の

事務局 

議会事務局（秘書課、総務課、議事課、政策調査課、図書室）、監査事

務局（監査第一課、監査第二課）、人事委員会事務局（総務給与課、任
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 (イ) 監査実施日 

    平成３１年４月１５日～令和元年８月９日 

 

 監査において指摘事項又は注意事項として認められたものは、次のとおりであった。 

 a 指摘事項 

機関・職制名 監 査 の 結 果 

総務部 税務課  平成 30年度に現金領収した納税証紙の売りさばき代

金について、収納した当日又は翌日に指定金融機関等

に払い込まなければならないところ、複数の売りさば

き代金の払込みが、長期にわたり遅延していたことは

不適切であった。 

県民生活部 共助社会づくり

課 

 平成 30 年度に締結した「県民活動総合センター駐車

場バリアフリー改修工事設計業務委託」及び「同改修

工事」に関して、設計業務委託に係る完了検査前の設

計図書を使用して、同改修工事の入札公告を行ったこ

とは不適切であった。 

保健医療部 国保医療課  平成 30 年度に長期継続契約で締結した「国保データ

ベース（ＫＤＢ）システムハードウェア保守業務委託」

について、次の点で不適切であった。 

 １ 委託契約の内容が、埼玉県長期継続契約を締結 

用審査課）、労働委員会事務局（審査調整課）、収用委員会事務局 

教育局 総務課、教育政策課、財務課、教職員課、福利課、県立学校人事課、高

校教育指導課、魅力ある高校づくり課、生徒指導課、保健体育課、特別

支援教育課、小中学校人事課、義務教育指導課、教職員採用課、生涯学

習推進課、文化資源課、人権教育課 

警察本部 総務課、文書課、広報課、情報管理課、留置管理課、会計課、施設課、 

装備課、警務課、監察官室、教養課、厚生課、生活安全総務課、人身安

全対策課、少年課、少年捜査課、保安課、生活経済課、サイバー犯罪対

策課、地域総務課、通信指令課、自動車警ら隊、鉄道警察隊、刑事総務

課、捜査第一課、捜査第二課、捜査第三課、鑑識課、科学捜査研究所、 

機動捜査隊、組織犯罪対策課、捜査第四課、薬物銃器対策課、国際捜査

課、交通総務課、交通指導課、交通捜査課、交通規制課、交通機動隊、 

高速道路交通警察隊、運転免許課、運転管理課、運転免許試験課、公安

第一課、公安第二課、公安第三課、警備課、オリンピック・パラリンピ

ック対策課、危機管理課、外事課、機動隊、さいたま市警察部、第一方

面本部、第二方面本部、第三方面本部、第四方面本部 
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  することができる契約を定める条例に規定する要 

  件に該当しないにもかかわらず、長期継続契約と 

  して締結した。 

  ２ 長期継続契約の契約書に、翌年度以降に歳入歳 

    出予算の金額について減額又は削除があった場  

  合、契約を解除する旨の特約が定められていなか 

  った。 

 

 b 注意事項 

機関・職制名 監 査 の 結 果 

企画財政部 財政課  平成 30年度の資金前渡による電話料金の支払のうち

３件について、直ちに支払が完了しなかった場合には

現金出納簿に整理すべきところ、整理していなかった

ことは不適切であった。 

企画財政部 情報システム課  平成 30 年度に締結した「住民基本台帳ネットワーク

システム代表端末機器等の賃貸借等に係る契約」及び

「住民基本台帳ネットワークシステム業務端末機器等

の賃貸借等に係る契約」について、契約期間が複数年

にわたらない１年以内であるにもかかわらず、長期継

続契約としたことは不適切であった。 

県民生活部 文化振興課  平成 30 年度の「オール埼玉で彩る文化プログラム公

募事業」補助金について、当初交付決定額の変更を承

認するに当たり、支出負担行為の変更を行わなかった

ことは不適切であった。 

危機管理防

災部 

危機管理課  平成 30年度の非常勤職員社会保険料支払に関する資

金前渡金について、残金がない場合の精算手続を、全

ての月において行っていなかったことは不適切であっ

た。 

環境部 水環境課  平成 30 年度に締結した「異常水質事故対応に係るＡ

Ｉ（人工知能）等の先端技術の活用可能性調査業務委

託」について、予定価格が 50 万円以上にもかかわらず、

予定価格調書を作成していなかったことは不適切であ

った。 

環境部 産業廃棄物指導

課 

 平成 30 年度に長期継続契約として締結した「太陽光

パネルリサイクル施設建屋賃貸借契約」について、契

約書に、翌年度以降に歳入歳出予算の金額について減

額又は削除があった場合に契約を解除する旨の特約を
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定めていなかったことは不適切であった。 

福祉部 障害者支援課  平成 30 年度に締結した業務委託契約２件について、

委託料の支払を概算払としていたところ、契約終了日

までに業務完了検査及び精算手続を行わなかったこと

は不適切であった。 

都市整備部 営繕課  平成 30 年度に締結した「越谷児童相談所事務室棟新

築その他工事設計業務委託」における一部業務の再委

託について、書面による承諾手続を行っていなかった

ことは不適切であった。 

警察本部 施設課  平成 30 年度に締結した「通信指令課無停電電源装置

賃貸借契約の変更契約」について、支出負担行為の決

裁区分が部長のところ課長が決裁していたことは不適

切であった。 

警察本部 施設課  平成 30 年度に締結した「久喜警察署耐震性貯水槽設

置工事」について、契約図書では耐震性貯水槽設置の

際に掘削した土砂を署外に搬出して処分することとし

ていたが、土砂の搬出・処分状況を確認せず工事完了

検査を合格としたことは不適切であった。 
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 イ 令和元年度第２回     提出（令和元年１２月 ３日）  

    公表（令和元年１２月１３日） 

 

 (ア)  監査の対象機関 ２９機関 

 

 (イ) 監査実施日 

    令和元年８月１９日～令和元年１０月１８日 

 

 監査において指摘事項又は注意事項として認められたものは、次のとおりであった。 

 a 指摘事項 なし 

 b 注意事項 

機関・職制名 監 査 の 結 果 

教育局 朝霞西高等学校  平成 30 年度の「灯油単価契約」について、予定価格

が 160 万円を超えた場合は競争入札により事業者を決

定し契約すべきところ、随意契約としたことは不適切

であった。 

 

所管部局 監 査 対 象 機 関 

企画財政部 県央地域振興センター 

総務部 川口県税事務所、東松山県税事務所、越谷県税事務所 

環境部 東松山環境管理事務所 

福祉部 東部中央福祉事務所 

保健医療部  春日部保健所、高等看護学院 

農林部 寄居林業事務所 

県土整備部  秩父県土整備事務所、本庄県土整備事務所 

都市整備部  八潮新都市建設事務所 

企業局 行田浄水場、水質管理センター 

病院局 がんセンター、小児医療センター 

教育局 西部教育事務所、東部教育事務所、朝霞高等学校、朝霞西高等学校、大

宮商業高等学校、小鹿野高等学校、川口東高等学校、草加西高等学校、

三郷工業技術高等学校、吉川美南高等学校、秩父特別支援学校 

警察本部 新座警察署、小鹿野警察署 
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 ウ 令和元年度第３回     提出（令和２年 ２月２１日） 

    公表（令和２年 ３月 ６日）  

 

 (ア)  監査の対象機関 ２９２機関 

所管部局 監 査 対 象 機 関 
企画財政部 東京事務所、南部地域振興センター、東部地域振興センター、川越比企

地域振興センター、西部地域振興センター、北部地域振興センター、秩

父地域振興センター 
総務部  県営競技事務所、さいたま県税事務所、上尾県税事務所、川越県税事務

所、所沢県税事務所、飯能県税事務所、秩父県税事務所、本庄県税事務

所、熊谷県税事務所、行田県税事務所、春日部県税事務所、自動車税事

務所、自動車税事務所大宮支所、自動車税事務所熊谷支所、自動車税事

務所所沢支所、自動車税事務所春日部支所 
県民生活部 パスポートセンター、パスポートセンター川越支所、パスポートセンタ

ー春日部支所、婦人相談センター、男女共同参画推進センター、消費生

活支援センター、消費生活支援センター川越、消費生活支援センター春

日部、消費生活支援センター熊谷 
危機管理防災部 防災航空センター 
環境部 中央環境管理事務所、西部環境管理事務所、秩父環境管理事務所、北部

環境管理事務所、越谷環境管理事務所、東部環境管理事務所、環境科学

国際センター、環境整備センター 
福祉部 北部福祉事務所、秩父福祉事務所、発達障害総合支援センター、総合リ

ハビリテーションセンター、精神保健福祉センター、中央児童相談所、

南児童相談所、川越児童相談所、所沢児童相談所、熊谷児童相談所、草

加児童相談所、埼玉学園 
保健医療部 南部保健所、草加保健所、東松山保健所、加須保健所、熊谷保健所、本

庄保健所、秩父保健所、衛生研究所、動物指導センター、動物指導セン

ター南支所、食肉衛生検査センター、食肉衛生検査センター北部支所 
産業労働部 計量検定所、産業技術総合センター、産業技術総合センター北部研究所、

中央高等技術専門校、川口高等技術専門校、川越高等技術専門校、熊谷

高等技術専門校、熊谷高等技術専門校秩父分校、春日部高等技術専門校 
職業能力開発センター 

農林部 さいたま農林振興センター、東松山農林振興センター、秩父農林振興セ

ンター、本庄農林振興センター、大里農林振興センター、加須農林振興

センター、春日部農林振興センター、農業技術研究センター、病害虫防

除所、川越家畜保健衛生所、熊谷家畜保健衛生所、秩父高原牧場、農業

大学校、花と緑の振興センター、茶業研究所、水産研究所、農村整備計
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画センター 
県土整備部  さいたま県土整備事務所、朝霞県土整備事務所、北本県土整備事務所、

川越県土整備事務所、飯能県土整備事務所、東松山県土整備事務所、熊

谷県土整備事務所、行田県土整備事務所、越谷県土整備事務所、総合技

術センター、西関東連絡道路建設事務所、総合治水事務所 
都市整備部  川越建築安全センター、熊谷建築安全センター、越谷建築安全センター、

営繕・公園事務所 
企業局 地域整備事務所、地域整備事務所北部支所、大久保浄水場、庄和浄水場 

新三郷浄水場、吉見浄水場、水道整備事務所、水道整備事務所鴻巣支所 
病院局 循環器・呼吸器病センター、精神医療センター 
下水道局 荒川左岸南部下水道事務所、荒川右岸下水道事務所、荒川左岸北部下水

道事務所、中川下水道事務所 
教育局 南部教育事務所、北部教育事務所、北部教育事務所秩父支所、総合教育

センター、総合教育センター江南支所、熊谷図書館、久喜図書館、歴史

と民俗の博物館、嵐山史跡の博物館、近代美術館、自然の博物館、文書

館、加須げんきプラザ、大滝げんきプラザ、伊奈学園中学校、上尾高等

学校、いずみ高等学校、伊奈学園総合高等学校、岩槻高等学校、岩槻商

業高等学校、岩槻北陵高等学校、浦和高等学校、浦和北高等学校、浦和

工業高等学校、浦和商業高等学校、浦和西高等学校、大宮高等学校、大

宮光陵高等学校、大宮中央高等学校、大宮東高等学校、大宮南高等学校、

大宮武蔵野高等学校、桶川高等学校、桶川西高等学校、春日部高等学校、 
春日部工業高等学校、春日部女子高等学校、春日部東高等学校、川口高

等学校、川口北高等学校、川口工業高等学校、川口青陵高等学校、川越

高等学校、川越工業高等学校、川越女子高等学校、川越総合高等学校、

川越西高等学校、川越初雁高等学校、川越南高等学校、久喜北陽高等学

校、熊谷高等学校、熊谷工業高等学校、熊谷商業高等学校、熊谷女子高

等学校、熊谷西高等学校、熊谷農業高等学校、栗橋北彩高等学校、芸術

総合高等学校、越ケ谷高等学校、越谷北高等学校、越谷西高等学校、児

玉高等学校、児玉白楊高等学校、幸手桜高等学校、狭山経済高等学校、

狭山工業高等学校、狭山清陵高等学校、狭山緑陽高等学校、志木高等学

校、庄和高等学校、杉戸高等学校、杉戸農業高等学校、草加高等学校、

草加東高等学校、草加南高等学校、秩父高等学校、秩父農工科学高等学

校、鶴ヶ島清風高等学校、常盤高等学校、所沢西高等学校、戸田翔陽高

等学校、豊岡高等学校、滑川総合高等学校、南稜高等学校、新座高等学

校、新座総合技術高等学校、新座柳瀬高等学校、鳩ヶ谷高等学校、鳩山

高等学校、飯能高等学校、飯能南高等学校、日高高等学校、深谷高等学

校、深谷商業高等学校、深谷第一高等学校、富士見高等学校、ふじみ野



- 29 - 

 

 

 (イ) 監査実施日 

    令和元年１０月１９日～令和２年１月２０日 

 

 監査において指摘事項又は注意事項として認められたものは、次のとおりであった。 

 

 a 指摘事項 

機関・職制名 監 査 の 結 果 

県土整備部 飯能県土整備事

務所 

 平成 29 年度に一般競争入札により契約を締結した

「広幅デジタル複合機の複写サービスに係る単価契

約」について、次の点で不適切であった。 

 １ 契約締結後間もなくして、入札公告で示した契 

  約条件を、合理的理由がないにもかかわらず変更 

  した。 

 ２ 変更契約書を作成すべきところ作成せず、また、 

  書面による決裁手続を経ることなく、原契約書の 

高等学校、不動岡高等学校、本庄高等学校、松山高等学校、松山女子高

等学校、皆野高等学校、宮代高等学校、妻沼高等学校、与野高等学校、

寄居城北高等学校、和光高等学校、和光国際高等学校、上尾かしの木特

別支援学校、入間わかくさ高等特別支援学校、浦和特別支援学校、大宮

北特別支援学校、大宮北特別支援学校さいたま西分校、特別支援学校大

宮ろう学園、春日部特別支援学校、川口特別支援学校、川越特別支援学

校、川越特別支援学校川越たかしな分校、川島ひばりが丘特別支援学校、

騎西特別支援学校、久喜特別支援学校、熊谷特別支援学校、けやき特別

支援学校、けやき特別支援学校伊奈分校、越谷西特別支援学校、特別支

援学校さいたま桜高等学園、狭山特別支援学校、草加かがやき特別支援

学校、草加かがやき特別支援学校草加分校、所沢特別支援学校、所沢お

おぞら特別支援学校、特別支援学校塙保己一学園、特別支援学校羽生ふ

じ高等学園、東松山特別支援学校、日高特別支援学校、深谷はばたき特

別支援学校、本庄特別支援学校、三郷特別支援学校、宮代特別支援学校 
毛呂山特別支援学校 

警察本部 浦和警察署、浦和東警察署、浦和西警察署、大宮警察署、大宮東警察署、

大宮西警察署、川口警察署、武南警察署、草加警察署、上尾警察署、川

越警察署、東入間警察署、所沢警察署、狭山警察署、飯能警察署、東松

山警察署、秩父警察署、本庄警察署、児玉警察署、熊谷警察署、深谷警

察署、寄居警察署、加須警察署、岩槻警察署、春日部警察署、越谷警察

署、久喜警察署、幸手警察署、杉戸警察署、吉川警察署 
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  該当数値を加除修正することにより処理をしてい 

  た。 

 

 b 注意事項 

機関・職制名 監 査 の 結 果 

農林部 大里農林振興セ

ンター 

 平成 30 年度に執行した「生物顕微鏡、卓上型ｐＨ・

電気伝導度測定器」の購入について、予定価格が 50 万

円以上にもかかわらず、予定価格調書を作成していな

かったことは不適切であった。 

都市整備部 営繕・公園事務所  平成 30 年度に実施した「こども動物自然公園仮設小

動物舎の設置及び維持管理に関する協定」について、

次の点で不適切だった。 

 １ 検査員を指定して検査を実施しなければならな 

  いにもかかわらず、検査員の指定をしていなかっ 

  た。 

 ２ 検査調書を作成しなければならないにもかかわ 

  らず、検査調書を作成していなかった。 

企業局 水道整備事務所  平成 30 年度に締結した「30 水整第 158 号東松山第二

幹線（北側）用地取得あっせん業務委託契約」につい

て、次の点で不適切であった。 

 １ 一部業務の再委託に当たり、受注者から提出の 

  あった再委託の協議書に相手先及び契約期間が記 

  載されてないにもかかわらず、承諾を行った。 

 ２ 原契約の履行期限を超えて再委託をしていた。 

病院局 精神医療センタ

ー 

 平成 31年度に締結した消防設備保守業務委託契約に

ついて、個人情報の取扱いに関する誓約書の写しを発

注者に提出させていなかったことは不適切であった。 

下水道局 荒川右岸下水道

事務所 

 平成 30年度の公用車タイヤ付替え手数料の支払につ

いて、次の点で不適切であった。 

 １ 同一の請求に対して２度の支払を行っていた。 

 ２ １回目の支払について、決裁区分が所長のとこ 

  ろ副所長が決裁していた。 

教育局 近代美術館  令和元年度の「フルカラー電子複写機の複写サービ

スに係る単価契約」について、予定価格が 100 万円を

超える場合は競争入札により事業者を決定し契約すべ

きところ、随意契約としたことは不適切であった。 
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教育局 上尾かしの木特

別支援学校 

 平成 30 年度に支給した非常勤講師の報酬について、

平成 31 年１月分及び３月分の支給額を誤って算定し、

過払していたことは不適切であった。 
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 エ 令和元年度第４回     提出（令和２年 ６月１６日） 

    公表（令和２年 ６月２６日）  

 

 (ア)  監査の対象機関 ６９機関 

 

 (３) 監査実施日 

    令和２年１月２１日～令和２年２月４日 

 

 (４) 監査の実施方針 

    事務の執行について、正確性、合規性はもとより、最少の経費で最大の効果を

あげているかという経済性、効率性及び有効性の観点から検証 

 

 

 

所管部局 監 査 対 象 機 関 

企画財政部 南西部地域振興センター、利根地域振興センター 

総務部 朝霞県税事務所 

危機管理防災部 消防学校 

福祉部 西部福祉事務所、越谷児童相談所 

保健医療部  朝霞保健所、鴻巣保健所、坂戸保健所、狭山保健所、幸手保健所 

農林部 川越農林振興センター、中央家畜保健衛生所 

県土整備部 杉戸県土整備事務所 

都市整備部 大宮公園事務所 

教育局 さきたま史跡の博物館、上尾鷹の台高等学校、上尾橘高等学校、上尾南

高等学校、入間向陽高等学校、浦和第一女子高等学校、浦和東高等学校、

大宮工業高等学校、小川高等学校、越生高等学校、北本高等学校、久喜

高等学校、久喜工業高等学校、鴻巣高等学校、鴻巣女子高等学校、越谷

総合技術高等学校、越谷東高等学校、越谷南高等学校、坂戸高等学校、

坂戸西高等学校、白岡高等学校、進修館高等学校、誠和福祉高等学校、

所沢高等学校、所沢北高等学校、所沢商業高等学校、所沢中央高等学校、

蓮田松韻高等学校、羽生高等学校、羽生実業高等学校、羽生第一高等学

校、吹上秋桜高等学校、松伏高等学校、三郷高等学校、三郷北高等学校、

八潮高等学校、八潮南高等学校、鷲宮高等学校、蕨高等学校、上尾特別

支援学校、行田特別支援学校、越谷特別支援学校、特別支援学校坂戸ろ

う学園、蓮田特別支援学校、和光特別支援学校、和光南特別支援学校 

警察本部 警察学校、蕨警察署、朝霞警察署、鴻巣警察署、西入間警察署、小川警

察署、行田警察署、羽生警察署 
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 (５) 監査の結果 

  ア 指摘事項  

    財務に関する事務の執行及び経営に係る事業の管理並びに事務の執行（以下「事

務事業の執行等」という。）が、次の各号のいずれかに該当すると認められるもの 

   (ア)事務事業の執行等に重大な誤りがあったため、当該事業の是正や今後の改善

が必要と認められるもの 

   (イ)事務事業の執行等において、その効果が極めて不十分なため抜本的な改善が

必要と認められるもの 

 

  イ 注意事項 

    事務事業の執行等が次の各号のいずれかに該当すると認められるもの 

   (ア)事務事業の執行等に誤りがあったため、当該事務の是正や今後の改善が必要

と認められるもの 

   (イ)事務事業の執行等において、その効果が不十分なため一層の改善、工夫が必

要と認められるもの 

 

 監査において指摘事項又は注意事項として認められたものは、次のとおりであった。 

 ア 指摘事項 

機関・職制名 監 査 の 結 果 

教育局 鷲宮高等学校  令和元年度の「浄化槽清掃業務委託契約」について、

7 月 25 日に実施した浄化槽清掃業務（全 4 回中 1 回目）

の業務完了報告書の速やかな提出を求めず、完了検査

が履行日から 2 か月以上遅れてしまったことは不適切

であった。 

 

 イ 注意事項 

   該当なし 
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２ 財政的援助団体等監査 

 

（１）監査対象団体及び実施団体 

   県が資本金等の４分の１以上を出資している法人（出資団体）、公の施設の管理を委

託している団体（指定管理者）及び補助金・交付金等の財政的援助を与えている団体

（補助金等交付団体）に対し、次の視点で監査している。 

  ・ 出資目的に沿って事業が運営されているか 

  ・ 公の施設が適切に管理運営されているか 

  ・ 補助事業等が補助等の目的に沿って適正かつ効果的に執行されているか。 

    

   監査実施団体 令和元年度 

出資団体         １３ 

補助金等交付団体         １６ 

指定管理者 

（施設数） 

        １３ 

     （１６施設） 

監査実施団体 計         ４２ 

（重複を除く実数は３９） 

監査実施箇所 計         ４５ 

 

  ア 監査結果 

  （ア）注意１件      

（令和２年６月２６日公表） 

 下記の事務について、不適切であった 

１ 平成 30年度の埼玉県物産ブランド確立支援事業補助金における「DMO戦略策定に関

する調査・分析等業務委託契約」に関して、見積書の記載金額と異なる金額で契約書

を締結した。 

（一般社団法人埼玉県物産観光協会） 
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３ 住民監査請求 

 

  県内に住所を有する住民は、県の執行機関、知事又は職員について、違法若しくは不

当な公金の支出、財産の取得、管理若しくは処分、契約の締結若しくは履行若しくは債

務その他の義務の負担があると認めるとき、又は違法若しくは不当に公金の賦課若しく

は徴収若しくは財産の管理を怠る事実があると認めるときは、これらを証する書面を添

え、監査委員に監査を求め、必要な措置を講ずべきことを請求することができる（地方

自治法第２４２条）。 

  この請求は、普通地方公共団体の職員による違法又は不当な行為等により普通地方公

共団体が損失を被ることを防止するために、住民が住民全体の利益を確保する見地から、

職員の違法又は不当な行為の予防、是正を図ることを目的としている。 

 

（１）年度別処理状況（平成２７年度以降分）       [年度は受付年月日により整理] 

年  度 請求件数 結   果 取り下げ 備 考 

勧 告 棄 却 却 下 

平成２７年度    １   －   －   １   －  

平成２８年度    １   － (*2) １   －   － (*2)一部却下１ 

平成２９年度    ４   － (*3) ２   ２   － (*3)一部却下１ 

平成３０年度    ２   － (*4) １   １   － (*4)一部却下１ 

令和元年度    ０   －   －   －   －  

 

（２）請求事案及び結果（平成２７年度以降分） 

受付年月日 件     名 結  果 備   考 

27. 6.29 県道における車止めの撤去に関す

る件 

27. 7.16却下  

28. 5.25 平成２７年４月執行の埼玉県議会

議員の選挙における選挙公営条例

違反に関する件 

28. 7.22棄却 

（一部却下） 

 

29. 8.14 平成２８年度の政務活動費に関す

る件 

29.10.10棄却 

（一部却下） 

 

29.10. 2 森林ボランティア育成事業補助金

に関する件 

29.11.16却下  

30. 2.13 政党機関紙の購読に係る支出等に

関する件 

30. 3.15却下  

30. 3.28 平成２５年度から平成２８年度の

政務活動費及び費用弁償に関する

件 

30. 6. 1棄却  

30. 9.13 準学校法人Ａへの私立学校運営費

補助金に関する件 

30.10.11却下  
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31. 2. 6 旧本庄北高等学校の土地建物売買

契約に関する件 

31. 3.14棄却 

（一部却下） 
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